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第1部　震災復興とインターネット

通信ネットワーク  ［ 事業者の復旧対応 ］
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第1部4月末には99.7％のエリアにまで応急復旧、完全復旧は9月末を予定

NTTドコモ
事業者の

復旧対応

NTTドコモ（以下ドコモ）は、東北6県で約1.1万局あった携帯電話用基地局のうち半分
近い4900局がサービス中断に追い込まれた。その被害状況と復旧への取り組みについ
て、同社にうかがった。	 	                              （取材/執筆 天野 浩徳）

東京 - 仙台間の交通手段を独自確保し	
約 1300 名を動員

ドコモでは、震災後の現地の状況把握と対応を検討
するため、毎日3回（10時、13時、17時）全国の支社間
で電話会議が開かれた。しかし、当初は検討事項が多
かったことから、会議時間が長引き、そのまま昼食抜き
で次の会議へ入るといったこともあったという。
一方、現場では燃料の確保が深刻な問題だった。東
北支社は内部に通信設備を備えたノードビルだ。停電
のため自家発電で稼働させていたが、燃料がないと通
信設備がダウンし、東北エリアの基地局が停止する可
能性があったのだ。そのため、ドコモは全国から燃料を
調達して東北まで届け、最悪の事態を回避した。
応援部隊の投入も課題だった。通信ネットワークの
保守・運用を担当するサービス運営部をはじめドコモグ
ループの社員約1300名が現地へ向かおうとしたが、震
災直後は各地から東北への交通網の確保がままならな
かった。「各支社から、いったん東京に向かうので、東京
⇔仙台間の交通網を構築して欲しいとの要請があった
のです。そこで、本社はワゴンタクシーやはとバスなど
の輸送手段を確保することに奔走し、交通網を用意し
ました。それが結果的に迅速な復旧につながりました」
（サービス運営部　落合正部長）。

4 月末には 99.7％のエリアにまで回復
ドコモでは、「光・応急光回線の敷設」「携帯電話エリ
アの大ゾーン化」「マイクロ無線や衛星回線による伝送
路確保」などの方法で応急復旧に取り組み、早くも４月
末には99.7％のエリア（福島原発30km圏内のエリアを

除く）にまで回復したものの、震災前の通信品質まで戻
る完全復旧は9月末を予定している。
被災者支援では、料金の支払い期限延長などのほ

か、避難場所へは、衛星携帯電話の無料貸出（900台）、
携帯電話の無料貸出（2100台）、タブレット端末（670台）
などが提供された。また、独自の取り組みとして注目さ
れたのが「復旧エリアマップ」だ。これは、サービスエリ
アの復旧状況をリアルタイムに確認できるほか、ドコモ
が提供している各種支援サービスを利用できる場所を
地図上に表示するというもの。ほかにも、福島第一原発
から約25km離れた富岡町の基地局に高性能アンテナ
を設置し、20km圏内をエリア化したり、自衛隊や東京
電力と協力して一時帰宅用のバスに衛星携帯電話を設
置するなどの支援も行っている。

携帯の社会的役割は大、	 	 	
使命感をもって震災対応へ

ドコモでは今後の取り組みとして、通常の基地局とは
別の「大ゾーン基地局の全国設置（約100か所）」や、県
庁や役場など重要拠点の「基地局の無停電化、および
バッテリーによる24時間化（約1900か所）」、そして災
害時の音声規制対策として音声をパケット化して相手
に届ける「災害用音声ファイル型メッセージサービス」の
開発などを掲げている。
「今回の震災で、携帯電話の社会的役割の大きさを改
めて痛感しました。ライフラインとしての携帯電話のあ
り方について、こうした震災にどう対処していくべき
か、その使命感から真剣に検討していく必要がありま
す」（サービス運営部　落合正部長）としている。
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